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緒言
　スポーツにおける世界の強豪国は、競技力向上
のための基盤を有している。中でもナショナルト
レーニングセンター（以下NTC）は、その最も
象徴的な基盤の一つである。国際オリンピック委
員会（以下 IOC）を始めとした多くの組織は、各
競技の金メダル獲得総数を基にランキングを作成
している。その中でトップ 3の常連国が、アメリ
カ、中国、ロシアである。これらの国は、一様に
NTCを有している。その他、トップ 10のオース
トラリアは、オーストラリアスポーツ研究所（以
下AIS）を有し、世界の中でも競技力向上のため
にスポーツ医科学を駆使したサポート活動を含め
てNTCの活用に成功した国である 1）。また、フ
ランスはエリートスポーツにおける複合施設であ
る国立スポーツ・専門技術・競技力向上学院（以
下 INSEP）がNTCの機能を有し、施設内には学
校も併設しておりトップアスリートがトレーニン
グと学業を両立できる仕組みが整っている 2）。日
本の隣国である韓国は、2013年首都ソウルのテヌ
ンにNTCを有しているが、新たなNTCをジンチョ
ウに 2009 年〜 2017 年（2期に分けて）にかけて
設置する予定である 3）。
　世界の動向の中で日本は、2001 年 10 月東京都
北区に我が国初のスポーツ医学・科学・情報の
サポートを行う国立スポーツ科学センター（以下
JISS）がミニトレーニングセンター（一部の室内
競技場を併設）の機能を有して設置された。その
後、2008年1月に競技団体待望のNTCが設立され、
我が国の夏季競技の強化拠点となっている 4）。
　一方、NTCを持たない強豪国も世界の中には存
在する。2012 年ロンドンオリンピックにおいて自
国史上最多の金メダルおよびメダルを獲得とした
イギリスは、前述の国々の様なNTCを有してい
ない。同様にドイツや北欧諸国、その他ヨーロッ
パの中にも国としてNTCを有していない所もあ
る。これらの国々はどの様にして基盤を整備して
いるのであろうか。
　特にイギリスは、2012ロンドン大会での活躍か
らそのシステムが注目されているが、NTC制度に
変わる基盤についての情報は多くない。そこで、
本稿ではNTCを有していないイギリスにおける
強化基盤機能としての大学に着目し、その内容に
関して報告することを目的とした。対象は、イギ
リス一のスポーツ系学部を有するラフバラ大学と
した。
イギリスにおける競技力向上に関する一考察
大学を活用したナショナルトレーニングセンター機能について
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2012 年ロンドンオリンピックにおける
大学の活用
　2012年ロンドンオリンピックにおいてイギリス
は、前回の 2008 年北京オリンピックでの金メダ
ル獲得総数第 4位から第 3位へと躍進をした。金
メダル総数は 19個から 29個へ、メダル総数では、
36個から 65個へと大躍進となった。この結果に
ついては、様々な分析の視点があり、多くのメディ
アや研究者による実施が成されている。当然、競
技団体やアスリート等の努力があっての結果であ
るが、成功の要因としては、エリー トスポーツへの投
資額の増大、開催地としての有利性、中長期的な
戦略と実行、そして統括組織としてのUK	Sport（政
府系団体）等が上げられるであろう。その中で注
目すべき点は、プライオリティスポーツへの投資
戦略（選択と集中）である。イギリスのプライオ
リティスポーツは、自転車、ボート、セーリン
グ、陸上、競泳であり、ロンドン大会および北京
大会からもそのメダル獲得状況が理解できる（表
1）。この中で大学をトレーニング拠点としている
のは、ボート、陸上、競泳の3競技である。また、
非プライオリティスポーツの中においてメダルを
獲得した競技で大学をトレーニング拠点とするの
は、トライアスロン、体操、ホッケー等がある。
　また、事前の準備はいかなる競技においても重
要である。その中で地元開催のオリンピックにお
いて、直前の調整キャンプをどこで実施するかは
重要な要因の一つであった。英国オリンピック委
員会（以下BOA）は、ラフバラ大学とパートナー
シップを締結し 26競技のネットワーク・ハブと
した。ラフバラ大学では、英国代表選手団（Team	
GB）の公式ウェアー等の支給も実施した。この結
果、Team	GBが一つの場所に集まり団結力を高
めた等の効果もあったことが考えられる。さらに、
その他の大学は事前トレーニングキャンプのサテ
ライトとしてハブ機能を有するラフバラ大学と連
携を実施した。
　また、パラリンピックに関しては、バース大学
とパートナーシップを締結し事前の調整キャン
プ地とした。この様に英国では大学をオリンピッ
ク、パラリンピック等のキャンプ地として活用し
ている事例を垣間みることができる。さらに、今
年イギリス・スコットランドで開催されるコモン
ウェールスゲームズ（イギリス連邦大会）注1 にお
いても大学の活用が検討されている。
ラフバラ大学の概要 5）
	
　ラフバラ大学は、ロンドン近郊のイングランド
中部地区（East	Midlands）レスター州ラフバラに
位置する学生数約16,000名（修士、博士課程を含む）
の総合大学である。その歴史は、1909年ラフバラ
カレッジとして創立されたことに始まる。その後、
1966 年にラフバラ工業大学（英国初の工業大学）
として認可された。現在のラフバラ大学に改名さ
れたのは 1996 年と比較的新しい。イギリスにお
いてラフバラ大学は 6年連続、学生が選ぶ満足度
No.1 大学である。学部は 10あり、その中でも英
国のGuardian注 2 と Times注 3　によれば、デザイ
ン学部（formerly	Design	and	Technology,	and	the	
Ergonomics	and	Safety	Research	Institute）とス
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ポーツ学部（Sport,	Exercise	and	Health	Sciences）
は教育面で最も高い評価を受けている。
　さらにエリートスポーツの分野では、エリート
アスリート、エリートコーチ、優秀なスポーツ医
科学スタッフが所属し、トレーニング施設を含め
総合的な環境において英国一の評価を受けている
大学である。卒業生には、ロンドンオリンピック・
パラリンピック組織委員会会長のセバスチャン・
コー（Seb	Coe ／オリンピック陸上 1500m連覇、
現イギリスオリンピック委員会会長）、2003 年ラ
グビーワールドカップ優勝監督のクライブ・ウッ
ドワード（Clive	Woodward ／前イギリスオリン
ピック委員会	スポーツディレクター）、陸上女子
マラソンのポーラ・ラドクリフ（Paula	Radcliffe
／世界記録保持者）、陸上やり投げのスティーブ・
バックリー（Steve	Backley ／オリンピック 3大
会連続メダル獲得）など多数のエリートコーチ、
エリートアスリートを送り出している。
　アカデミックな分野では、スポーツ政策分野に
おいてイギリスだけでなく欧州や国際的なスポー
ツ組織でも有名なイアン・ヘンリー（Ian	Henry
／オリンピック教育等）、バリー・フーリハン（Barrie	
Houlihan ／アンチ・ドーピング政策等）の両巨頭が
揃う。自然科学系では、ヨーロッパのスポーツ栄
養学を牽引してきた大家であるクライド・ウィリ
アムズ（Clyde	Williams／名誉教授）。体操競技の
サポートおよび研究の第一人者フレッド・イード
ン（Fred	Yeadon ／バイオメカニクス）、元学部
長のスチュアート・ビッドル（Stuart	Biddle ／身
体活動と健康）、現学部長のマーク・ルイス（Mark	
Lewis ／筋生理学）、そして 1996 年のアトランタ
パラリンピックからサポート活動を実施している
ヴィッキー・トルフレイ（Vicky	Tolfrey／障害者
スポーツ）。この他にも著名な研究者が多く存在
し、研究、教育とアスリートのサポートを実施し
ている。
　ハード面では、国際基準の陸上競技場、室内陸
上ハイパフォーマンスセンタ （ー直線 100m面含
む）、室内競泳場（公式 50mプール）、投擲場 1、
ラグビー場（天然芝）4面、サッカー場 3面（天
然芝）、大学スタジアム（サッカー、ラグビー用
／天然芝）1、アメフト場（天然芝）1面、公式ホッ
ケー場 1面、テニスコート（室内、屋外）、体育
館（多目的）2、多目的運動場（人工芝）2面、多
目的コート 2、クリケット場 2面、ウエイトトレー
ニング場（リハビリテーション施設併設）1、そ
の他東京ドーム約35個分の敷地内に多くのスポー
ツ施設を有する（図 1）（写真）。今後更に拡張計
図 1 ラフバラ大学スポーツ施設／ラフバラ大学 HP( 2014.03.01) より
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ウエイトトレーニング場陸上 室内トレーニング場
スイミングプール
大学スタジアム 陸上競技場
─　31　─
イギリスにおける競技力向上に関する一考察
画を立てている。
　宿泊施設としては国内 4星ホテル・レストラン
のBurleigh	Court（サウナ、ジム、プール併設）
が有る。また、安価な値段での宿泊を希望する場
合は、学期の休暇期間中に学生宿泊施設が貸し出
し可能となる（共同キッチン付き）。
　交通の利便性の良さは、ラフバラ大学の特徴の
一つである。ロンドンから列車で約 1時 20分の
距離に位置し、高速道路も近く国内の主要都市へ
の移動が容易である。さらにヨーロッパ諸国に行
くにも、イースト・ミッドランド空港が近郊にあ
り利便性も高い（車／約 15分）。これらの立地条
件の良さがフルタイムアスリート注4、学生エリー
トアスリートそして競技団体等がヨーロッパ諸国
と行き来をするのに役立っている。
　この様にラフバラ大学のスポーツ施設およびそ
の他のハード面は、他国のNTCと比較しても何
ら劣る所が無いのが実情である。
ラフバラ大学のスポーツ組織
　ラフバラ大学のスポーツ組織は大きく四つか
ら成り、それらが Sports	Strategy	Group（以下
SSG）を形成している（図2）。ラフバラ大学がエリー
トスポーツにおいて、英国で最も高い評価をされ
ている背景にはSport	Development	Centre（以下
SDC）の戦略的なサポート（大学の方針に沿った）
がある。
　SDCはアスリートをトレーニング面、施設面、
さらに総合的な環境面からサポートを行う組織で
あり、日本の大学でいえばスポーツ局（体育局
等）に相当する組織である（実情は日本と大きく
違う）。事務局スタッフの他、各競技・種目のコー
チおよびトレーナー、マッサー、理学療法士、ス
トレングスコーチ、アスリートライフサポートス
タッフ等が所属している。アスリートが最新のス
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ポーツ医科学サポートを受けられる様に学内の研
究者（教員、助手等）と現場のコーチや医科学ス
タッフが連携する体制も整えている。さらにSDC
は、エリートアスリートに最高品質のサポートを
実施するために各競技団体およびEnglish	Institute	
of	Sport（EIS）注5 とも連携してフルタイムアスリー
トや学生エリートアスリートのスポーツ医科学面
におけるサポートを実施している。EISは、日本
では JISS に相当する組織である。前述の通りイ
ギリスでは、ナショナルトレーニングセンターを
有していないため各競技団体は練習拠点にEISス
タッフが常駐する形式を取っている。ラフバラ大
学では、陸上、競泳、体操、ホッケー等において
国際レベルのアスリートがトレーニング拠点とし
ているためEISがオフィスを構え大学と連携して
サポートを実施している。この点が日本との大き
な違いであり、SDCが窓口となりコーディネート
している。
　二つ目の組織は、Sports	Technology	Institute
（以下 STI）である。STI の役割は、Research	&	
Innovation（研究と開発）であり、最新のテクノ
ロジーを駆使してテーラーメードの用具等を開発
している。
　イギリスは北京オリンピックでの用具開発
の成功を受け、2009 年 10 月から 5 年間の大型
研究開発プロジェクト「ESPRIT（Elite	Sport	
Performance	Research	in	Training）」を開始した。
ESPRIT	は、英国を代表する大学や研究機関、研
究産業、スポーツ機関からなるコンソーシアム型
の体制により、効果的・効率的な融合を目指すも
のである。このコンソーシアムにもラフバラ大学
が参加しており、ラフバラ大学の中ではSTIがそ
の中核を担っている。
　三つ目の組織は、School	of	Sport,	Exercise	and	
Health	Sciences（SSEHS）である。ここは日本の
大学における学部であり、研究と教育（中にはサ
ポートを担当している者もいる）を担当している。
さらに、四つ目の組織としてクイーン・エリザベ
ス・オリンピック・パークにラフバラ大学ロン
ドンキャンパスを設置する計画が進められている
（2015年秋季開学）。もちろん、この中にもスポー
ツ分野が入ることが決まっている。ロンドンキャ
ンパスでは、イギリス国内だけでなくヨーロッ
パおよびその他の国々も対象とし学生の確保およ
び企業との連携も視野に入れた戦略的運営が考
えられている。
　これらの四つの組織からなる SSGを円滑に回
す役割を担っているのが、SDCスポーツディレク
ターのピーター・キーン（Peter	Keen ／ 2012 年
12月着任：前UK	Sport パフォーマンスディレク
ター）である 6）。彼は SSGの Chairに就任予定で
ある。SSG内の各組織と密にコミュニケーション
をとり問題の把握と課題解決に努めている。ディ
レクターの下には、施設・学生のスポーツへの参
加を担当する副ディレクターとパフォーマンスお
よび学外スポーツ組織との交渉を担う副ディレク
ターがいる。それぞれ役割を明確に分けて機能的
に活動を実施している。
　ところで 2012 年ロンドンオリンピックにおい
て、イギリスは金メダル獲得ランキング世界第 3
位となり歴史上初の快挙を成し遂げたことについ
ては前述の通りである。この背景には、国を挙げ
ての政策があり、それを執行した組織がUK	Sport
である。さらに、UK	Sport は、それを現場レベル
に落とし込むために	“Mission	2012”	注 6	を策定し各
競技団体と質の高いコミュニケーションを取り、
強いリーダーシップで推進した。イギリスにおけ
るオリンピック、パラリンピックの大成功により	
“Mission	2012”	は世界のエリートスポーツ界の注
目の的となった。それを現場レベルで指揮したの
がピーター・キーンであった。
まとめ
　ラフバラ大学は、常に最新のスポーツ環境（ソ
フト、ハード）を整えてアスリートをあらゆる
面からサポートしている。大学だけでサポートを
するのではなく、各競技団体、EIS、UK	Sport、
The	British	Olympic	Association（BOA）、自治体、
そして企業を含めた外部機関と連携してアスリー
トの強化と育成を実施している。さらに、これら
を円滑に進めるために SDCという組織をフル活
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用している。
　この様にラフバラ大学は、多くのハードとソフ
トを兼ね備えたナショナルトレーニングセンターの
機能を要する大学であることが明らかとなった。
付記
	本稿は、平成 25年度専修大学長期在外研究員制
度の研究成果の一部である。
注
注１	 ４年ごとに開催されるイギリス連邦に属する
国と地域が参加して行われる総合競技大会。
注 2　イギリスの高級日刊紙
注 3　イギリスの保守系高級紙（世界で一番古い
日刊紙）
注 4　アスリートとして生計を立てているプロ
フェッショナル。学生ではないことが多い。
トレーニング拠点をラフバラ大学に置いて
いる（陸上や競泳に多い）。給与は国からの
支援を受けている。
注 5　イングランド（イギリスは 4つのネーショ
ンからなり、イングランドはその一つ）に
おけるエリートアスリートをスポーツ医科
学の面からサポートする組織。
注 6　Mission	2012 は、2007 年 に UK	Sport（ エ
リートスポーツにおける競技団体への助成
を行っている）が、ロンドンオリンピック・
パラリンピックにおいて各競技団体がより
多くのメダルを獲得出来る様に設置、開始
した新しい制度である。戦略としてスポー
ツに関わる政策を推進するための事業計画
である。
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